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　 粒子状物質（ P M ） や窒素酸化物（ N Ox） 等の大気汚染物質の発生に、 ディ ーゼル車の排出ガス が大きく 影

響し ています。特にP M については、呼吸器疾患を招く と と も に、発がん性、花粉症等と 関係があると 言われており 、

健康に悪影響を与えています。

　 こ のよう なこ と から 、 東京都は、 環境確保条例に基づく ディ ーゼル車走行規制を平成１５ 年（ ２００３ 年） １０ 月

から 実施しています。 さら に、 平成１８ 年（ ２００６ 年） ４ 月から 新基準による 規制の強化がさ れています。

　 ディ ーゼル車(ト ラック 、バス等)

条例で定める 粒子状物質の排出基準を満たさ ないディ ーゼル車は、都内での走行が禁止さ れています。

1 　 都の定める 粒子状物質排出基準に適合した車両に替えてく ださ い。

　 また、 都の指定する 低公害・ 低燃費車を導入するよう に努めてく ださ い（ 第３ ４ 条）。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 →2 、 3 ページ

2 　 現在使用している 車を続けて使用する 場合は、 知事が指定した粒子状物質減少装置 ( 酸化触媒等 ) を

　 装着し てく ださ い。 なお装置の指定については九都県市 (※) で同等の要件を定めています。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 →4 ページ

※九都県市と は…埼玉県、 千葉県、 東京都、 神奈川県、 横浜市、 川崎市、 千葉市、 さ いたま 市及び相模原市のこと を指します。 こ れら

　 の自治体が連携し 、 環境保全をはじめと する さ まざまな取組を実施しています。

◎乗用車は、 規制の対象外です。
 《 ナン バープレ ート の分類番号『 3 、ー 5 、ー 7 』ー 》
　 車検証の用途欄に「 乗用」 と 記載さ れる 乗用車は、
　 規制の対象ではあり ま せん。
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　 都の定めている 粒子状物質排出基準は、国の新車に対する 新短期規制と 同じ 値と なっています。

※1 　 車両総重量と は、車両本体の重量に加え、乗車定員及び最大積載量の荷物を 積んだ場合の重量を加算し た総重量のこ と を 指しま す。

　 　 　 個々の車両における 車両総重量については、車検証をご確認く ださ い。

※2 　 1 0 ・ 1 5 モード による 測定値

※3 　 ディ ーゼル1 3 モード によ る 測定値

　 　 車両総重量（ ※１ ）

1 .7ト ン以下

1 .7ト ン超～2 .5ト ン以下

2 .5ト ン超

　 　 P M排出基準値

0 .0 5 2ｇ /ｋ ｍ（ ※２ ）

0 .0 6ｇ /ｋ ｍ（ ※２ ）

0 .1 8ｇ /ｋ Wh（ ※3 ）

　 自動車の購入、 配置、 整備等自動車の運行に関わる 全ての権限を持つ地位にある 者です。 通常は車検証上の

使用者がこ れに当たり ます。

　 貨物の運送や旅客の輸送などを委託する 荷主が委託先の自動車の運行ルート や運行時間などを指定し 、

事実上、 運行責任者と 同様に自動車の運行を 支配する 場合があり ま す。 こ のよう な場合、 荷主も 条例に

違反する ディ ーゼル車が使用さ れないよう にする 義務を負います。

貨物の輸送：（ 例） コ ンビニエンススト アや大規模小売店舗等の商品配送、 石油等の燃料輸送

旅客の輸送：（ 例） 会社・ 学校の送迎バス 、 コ ミ ュニティ バス

違反車両の運行禁止命令を出し ます。 運行禁止命令に

従わな いと き には、 違反者の公表や罰則（ ５０ 万円以

下の罰金） を受けること があり ます。

荷物の受託者に、 条例を遵守する 自動車の使用を指示

すること など、 必要な措置をと ること を勧告しま す。 勧

告に従わない場合には、 違反者の公表を 受けるこ と が

あり ます。

運行責任者

荷 主

１

２
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自分の車が規制対象車なのか知り たい

判　 定　 結　 果

①②⑤　 　 都内で走行ができ ます。

③　 　 　 　 規制対象の車です。都内での走行はでき ま せん。

　 ただし 、 規制対象の車両であっても 、 知事が指定し た粒子状物質減少装置を 装着し ている 場合は

都内での走行が可能です。

　 詳細については、 メ ーカー（ ディ ーラ ー） 又は都のディ ーゼル車規制相談窓口

（ 電話 :03-5388-3528） へお問合せく ださ い。

④　 　 　 　 確認が必要な車です。車両により 規制基準を 満たさ ない車が存在し ま す。

「 ＮＯ」

「 ＹＥＳ 」

★Kー、Nー、P ー、S ー、Uー、Wー、KAー、KBー、KCｰ

★KEー、KFー、KGー、KJ ー、KKー、KLー、HAー、HBー、HCー、HEー、HFー、HMー

★KRー、KS ー、HYー、HZー、P Aー、P Bー、PJ ー、PKー 等の新短期規制の型式　

★ADGー、BDG ー、2PG ー、2KG ー 等の新長期規制以降の型式

    ( 数字・ アルファ ベット の混合 3 桁 ) 
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規制対象車を 都内走行可能にする ためには

　 規制対象車を都内で走行さ せる ためには、 知事が指定する 粒子状物質減少装置の装着が必要です。 装置は、

粒子状物質の減少割合ごと に設定した性能の区分に基づき５ つのカテゴリ ーに分類さ れています。 ただし 、 カテゴ

リ ー 1 、 2 の装置では都の排出基準を満たすこ と ができ ま せん。

　 また、長期規制対象車 ( 国の平成 9 、 1 0 、 1 1 年規制基準を満たした車 ) の中には、 粒子状物質減少装置の装

着が必要ないも のも 存在します。 詳細については、 都のディ ーゼル車規制相談窓口（ 電話 :0 3 -5 3 8 8 -3 5 2 8 ）

までお問合せく ださ い。

カテゴリ ー１

カテゴリ ー２

カテゴリ ー３

カテゴリ ー４

カテゴリ ー５

その他

（ 特定の自動車用の装置）

平成元年規制以前の車両（ 型式K ,ーN 等ー）を条例の平成15年施行基準に適合さ せる 装置

現在は装着し ても 都の規制基準を満たすこ と ができ ま せん。

平成５ 、６ 年規制適合車（ 型式KA ,ーKB 等ー）を 条例の平成15年施行基準に適合さ せる 装置

現在は装着し ても 都の規制基準を満たすこ と ができ ま せん。

平成元年規制以前の車両を 条例の平成15年施行基準及び平成18年施行基準に適合さ せる 装置

平成5、6年規制適合車を条例の平成15年施行基準及び平成18年施行基準に適合さ せる 装置

平成9、10、11年規制適合車（ 型式KK ,ーKL 等ー）を 平成18 年施行基準に適合さ せる 装置

自動車の特定の型式に対し て製造さ れた粒子状物質減少装置があり 、新車の初度登録がさ れる ま

でに装置を 装着し た自動車が存在し ます。

　 粒子状物質減少装置を 普及し 、 ディ ーゼル車走行規制の指導に活用する ため、

粒子状物質減少装置を装着し た車両には、 装置メ ーカー等から 装着証明書が交付さ

れますので、 車の使用時に必ず携帯してく ださ い。

　 また、 九都県市指定の粒子状物質減少装置を装着している 車両にはステッカーを

貼ること とし ています。

　 なお、 平成１８ 年（ ２００６ 年） から の規制基準に適合し ている 場合はス テッカー

に「 H1 7 」 と 記載さ れています。

4



　 都内における ディ ーゼル車については、 東京都条例に基づく 走行規制だけでなく 、 国の「 自動車 N Ox・ P M

法 (※)」 に基づく 車種規制が適用さ れています。 そして、 両制度の規制内容の違いにより 、 国の車種規制基準に

適合し 、 登録可能な車両（ 自動車ＮOx ・ P Ｍ法適合車） であっても 都の走行規制基準を満たさ ない車両が存在

し ま す。 両制度の相違点については、 下図をご参照く ださ い。

　 また、 ディ ーゼル車を対象と し た走行及び流入規制に関し ては、 都だけでなく 他の一部自治体においても 実施

さ れています。

※「 自動車から 排出さ れる 窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における 総量の削減等に関する 特別措置法」

※自動車 N Ox・ P M 法の詳細については、 お近く の運輸支局、 又は自動車検査登録事務所 ( 車検場 ) にお問い合わせく ださ い。

よ く ある 質問

Q.1  車検証を確認し たら 、 備考欄に「 使用車種規制 (N Ox・ P M) 適合」 と 書いてあるけれど、

　     こ の車だったら 都内を走行し ても 大丈夫？

⇒車検証に「 使用車種規制 (N Ox・ P M) 適合」 の記載がある 車でも 、 都の走行規制基準を

満たさ ない車が存在し ま す。 詳細については、 都のディ ーゼル車規制相談窓口までお問合

せく ださ い。

Q.2  都外で登録さ れている 車で、 都内を通過し て別の県に行き たいのだけれど、 その場合でも

　 　  都の環境確保条例の規制の対象になる の？

⇒環境確保条例では、 基準を満たさ ない車の都内での運行を 禁止し ていま す。 し たがって、

都外で登録さ れている 車が都内の道路を通過する だけの場合であっても 規制の対象と なり

ます。
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　 平成１３ 年（ ２００１ 年）４ 月に、自動車公害監察員 ( 自動車 G メ ン ) を設置しまし た。 条例の遵守を確保する ため、

日々、 巡回及び検査・ 指導等を実施し ています。

１ 　 事業所、自動車や建設作業機械等が使用さ れる 場所、路上等において、検査・ 指導等を行います。（ 第１５２ 条）

２ 　 自動車若しく は建設作業機械等で使用さ れている 燃料又は建設作業機械等の用途で使用さ れている 燃料につ

　 いて、 抜き 取り 検査を行います。（ 第６１ 条）

　 立入検査を拒み、妨げ又は忌避した場合は、罰則（ １５ 万円以下の罰金） を受けること があり ます。（ 第１６１ 条）
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　 環境確保条例第３５ 条では、都内で自動車を使用する事業者に対し、低公害・ 低燃費車の導入義務を定めています。

都内で２００ 台以上の自動車を使用する 事業者

※都内に複数の事業所を有する 事業者は、 全ての使用台数で判断します。

使用する自動車のう ち、 特定低公害・ 低燃費車を３０ ％以上導入（ 換算後） してく ださ い。

〇対象と なる 自動車

道路運送車両法第３ 条に規定する 普通自動車、 小型自動車、 軽自動車（ それぞれ二輪車と 被けん引自動車を

除く 。 以下「 普通自動車等」 と 表記します。）

使用する 自動車の中でも 乗用車においては、 特定低公害・ 低燃費車の要件に該当する 非ガソリ ン 車を２ ０ ％

以上導入（ 換算後） してく ださ い。

〇対象と なる 乗用車

普通自動車等のう ち、 専ら 乗用の用に供する 乗車定員１０ 人以下のも の（ こ れを改造して特種の用途に供する

も のも 含む。） とし 、 軽自動車は除き ます。

　 特定低公害・ 低燃費車及び乗用車における 非ガソリ ン車の導入を怠り 、達成期限ま でに導入義務率を達成で

き ない事業者に対して、必要な措置をと るよう 勧告します。（ 第３６ 条）

令和９ 年（ ２０２７ 年）３ 月３１ 日

対象者

義務内容①【 特定低公害 ・  低燃費車の導入】

義務内容②【 乗用車における 非ガソリ ン車の導入】

達成期限

条例違反の場合

（ 第1 5 6 条1 項）
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特定低公害 ・  低燃費車の該当要件

　 義務達成に向け導入する 「 特定低公害・ 低燃費車」 は、 都が定める 要件に合致する 環境性能が高い普通自動

車等です。

　 以下、 乗用車及びディ ーゼル重量車についての該当要件を例示します。

乗用車における 非ガソリ ン車の該当要件

　 義務達成に向けて導入する 「 非ガソリ ン車」 は「 特定低公害・ 低燃費車」 の該当要件に合致する 燃料電池自動

車（ FCV）、 電気自動車（ EV）、 プラグイ ンハイ ブリ ッド 自動車（ P HV） 及びハイ ブリ ッド 自動車（ HV） です。

　 詳細は、 環境確保条例第３５ 条に規定する 「 知事が別に定める 低公害・ 低燃費車に関する 要綱」（ 別表） をご

覧く ださ い。「 特定低公害・ 低燃費車」 の一覧も 、 東京都環境局ホームページでご覧になれます。

https ://w w w .ka nkyo .m e tro .tokyo .lg .jp/ve h ic le /s g w /po llu t ion /o b lig a t io n .h tm l

1 　 燃料電池自動車(FCV)

　   及び電気自動車(EV)

2 　 プラ グイ ンハイ ブリ ッド 自動車(P HV)

3 　「  1 及び2 以外の乗用車(ガソリ ン又は

     液化石油ガスを燃料と する も の) 」

3 .5 tを超え7 .5ｔ 以下のも の

7 .5 tを超え1 2ｔ 以下のも の

1 2 tを超える も の

自動車の種類
上段 ：  排出ガス 基準

下段 ：  燃費基準

ー
ー

平成1 7 年基準排出ガス 7 5 % 以上低減
ー

平成3 0 年基準排出ガス 7 5 % 以上低減
ー

平成1 7 年基準排出ガス 7 5 % 以上低減
令和２ 年度燃費基準2 0 % 向上以上達成

  
平成3 0 年基準排出ガス 7 5 % 以上低減
令和２ 年度燃費基準2 0 % 向上以上達成

平成2 2 年基準排出ガス 窒素酸化物1 0 % 以上低減及び粒子状物質3 0 % 以上低減
平成2 7 年度燃費基準1 0 % 向上以上達成

平成2 8 年基準適合
平成2 7 年度燃費基準1 0 % 向上以上達成

平成2 2 年基準排出ガス 窒素酸化物1 0 % 以上低減及び粒子状物質3 0 % 以上低減
平成2 7 年度燃費基準5 % 向上以上達成

平成2 8 年基準適合
平成2 7 年度燃費基準5 % 向上以上達成

平成2 1 年基準排出ガス 窒素酸化物1 0 % 以上低減及び粒子状物質3 0 ％以上低減
平成2 7 年度燃費基準5 % 向上以上達成

平成2 8 年基準適合
平成2 7 年度燃費基準5 % 向上以上達成

○乗用車

○車両総重量３ .５ト ン超の乗合自動車及び貨物自動車（ 軽油を燃料と する も の）

該当要件は国の排出ガス基準及び燃費基準をベースに設定しています。

車両総重量 上段 ：  排出ガス 基準

下段 ：  燃費基準
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　 達成すべき 導入率（ ３０ ％以上）は、表１ の換算率により 算定します。

表１ 　 特定低公害・低燃費車の換算率（ 自動車の種類毎）

燃料電池自動車(FCV)、電気自動車(EV) 

プラグイ ンハイブリ ッド 自動車(P HV) 

特定低公害・低燃費車(EV 、FCV 、P HV以外）

3

2

1

自動車の種類 換算率

(自動車の種類ごと の使用台数×換算率)の合計

【 計算例】

総数2 5 0 台の自動車を使用している 場合

(自動車の種類の内訳)

電気自動車(EV) ：  3 台　 燃料電池自動車(FCV) ：  2 台　 プラ グインハイ ブリ ッド 車(P HV) ：  1 台

上記以外の特定低公害・ 低燃費車 ：  7 0 台　 特定低公害・低燃費車以外の自動車 ：  1 7 4 台

⇒3 台×3（ 表1 の換算率） ＋2 台×3（ 同）＋1 台×2（ 同）＋7 0 台＝8 7 台

導入率 ： 8 7 台÷2 5 0 台(総使用台数)×1 0 0 = 3 4 .8 %  義務達成

総使用台数

特定低公害 ・  低燃費車導入率の算定方法

　 達成すべき 導入率（ ２０ ％以上）は、表２ の換算率により 算定します。

表２ 　 乗用車における 非ガソリ ン車の換算率（ 自動車の種類毎）

燃料電池自動車(FCV)、電気自動車(EV) 

プラグイ ンハイブリ ッド 自動車(P HV) 

ハイブリ ッド 自動車(HV）

2

2

1

自動車の種類 換算率

(自動車の種類ごと の使用台数×換算率)の合計

【 計算例】

総数 2 3 0 台の自動車を使用している 場合

（ 自動車の種類の内訳）

乗用車（ 小型自動車、 普通乗用車） ：  1 2 0 台　 乗用車（ 軽自動車） ：  3 0 台　 貨物車 ：  8 0 台

（ 乗用車（ 小型自動車、 普通乗用車） の内訳）

電気自動車（ EV） ：  3 台　 燃料電池自動車（ FCV) ：  2 台　 プラ グイ ンハイ ブリ ッド 自動車 (P HV） ：  1 台

ハイ ブリ ッド 自動車（ HV)  ：  1 5 台

上記以外の特定低公害・ 低燃費車 ：  1 0 台　 特定低公害・ 低燃費車以外の自動車 ：  8 9 台

⇒3 台 ×2 （ 表２ の換算率） + 2 台×2（ 同） + 1 台×2（ 同） + 1 5 台＝2 7 台

導入率 ：  2 7 台÷1 2 0 台（ 乗用車（ 小型自動車、 普通自動車） の総使用台数） ×1 0 0 = 2 2 .5 ％ 義務達成

乗用車（ 小型自動車、普通自動車）の総使用台数
導入率(% )＝

乗用車における 非ガソリ ン車導入率の算定方法

乗用車（ 軽自動車）は対

象と なり ま せんのでご

注意く ださ い。
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導入率の算定の具体例

2 0 0 台の内、ハイ ブリ ッド 自動車5 0 台と ガソリ ン車1 0 台が特定低公害・ 低燃費車なので、導入率は

(5 0 + 1 0 )台÷2 0 0 台×1 0 0 = 3 0  → 3 0 %

Ａ社は都内で２００ 台のタク シー（ 乗用車（ 普通自動車）） を 使用し ている タク シー事業者で、タク シー以外の車両は使用していない。

車両の内訳は、 ハイ ブリ ッド 自動車と ガソリ ン 車それぞれ１ ００ 台である 。 その内、 ハイ ブリ ッド 自動車は１００ 台中５０ 台、 ガソリ

ン車は１００ 台中１０ 台が特定低公害・ 低燃費車に該当していた。

≪ケース 1 ≫

①特定低公害・ 低燃費車の導入率は…

義務対象と なる 車両は乗用車（ 小型自動車、普通自動車）なので、2 0 0 台。

その内、特定低公害・ 低燃費車に該当する 非ガソリ ン車( 電気自動車・ 燃料電池自動車・ プラ グイ ンハイ ブリ ッ

ド 自動車・ ハイ ブリ ッド 自動車)が導入率に加算さ れる 。

2 0 0 台の内、特定低公害・ 低燃費車に該当する ハイ ブリ ッド 自動車は5 0 台なので、導入率は

5 0 台÷2 0 0 台×1 0 0 = 2 5  → 2 5 %

②乗用車における 非ガソリ ン車の導入率は…

ト ラック …2 0 0 台

乗用車（ 小型自動車、

普通自動車）…3 0 台

乗用車（ 軽自動車）…2 0 台

特定低公害・低燃費車

特定低公害・低燃費車に該当し ない車

特定低公害・低燃費車

特定低公害・低燃費車に該当し ない車

特定低公害・低燃費車

特定低公害・低燃費車

特定低公害・低燃費車に該当し ない車

特定低公害・低燃費車

特定低公害・低燃費車に該当し ない車

特定低公害・低燃費車

特定低公害・低燃費車に該当し ない車

特定低公害・ 低燃費車への該当可否 台数燃料車種

計

1 9

1

2 5

1 5 5

4

6

3

2

1 5

9

1 1

2 5 0

ハイ ブリッド

ディ ーゼル

電気

ハイ ブリッド

ガソリ ン

ハイ ブリッド

義務対象と なる 車両はト ラック や軽自動車も 含ま れる ので、 計 2 5 0 台。

その内、 電気自動車は 1 台当たり 3 台分の換算と なる ので…

{1 9 台 + 2 5 台 + (4 台×3 )+ 6 台 + 2 台 + 9 台 }÷2 5 0 台×1 0 0 = 2 9 .2  → 2 9 .2 %

B 社は都内で2 5 0 台の車両を 使用し ている 運送会社。車両の内訳は、配送用ト ラック 2 0 0 台と 社用車5 0 台（ 乗用車（ 小型自動車、普

通自動車）3 0 台、乗用車(軽自動車)2 0 台)である 。

車両に関するより 詳細な情報は、以下の通り である 。

≪ケース２ ≫

①特定低公害・ 低燃費車の導入率は…

電気自動車

電気自動車

義務対象と なる車両は、 赤枠内の乗用車（ 小型自動車、 普通自動車） のみであり 、ト ラック や軽自動車は含ま

れないので、 計 3 0 台。

その内、 特定低公害・ 低燃費車に該当する 非ガソリ ン車が導入率に加算さ れる 。

そして、 電気自動車は 1 台当たり 2 台分の換算と なる ので…

{ (4 台 ×2 )+ 6 台 } ÷3 0 台×1 0 0 = 4 6 .6 6 … → 4 6 .7 %

②乗用車における 非ガソリ ン車の導入率は…

特定低公害・低燃費車          ：  3 0 ％(義務達成)

乗用車における 非ガソリ ン車 ：  2 5 ％(義務達成)
A 社の導入率は…

特定低公害・低燃費車          ：  2 9 .2 ％(義務未達成)

乗用車における 非ガソリ ン車 ：  4 6 .7 ％(義務達成)
B 社の導入率は…
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令和4 年(2 0 2 2 年)度から 始まる

5 箇年度

https ://w w w .k a nky o .m e tro .tok yo .lg .jp/v e h ic le /s g w /new p la n/ne w p la n .htm l

東京都環境局

環境改善部 自動車環境課

特定事業者に該当すること と なった日

または計画期間が満了し た日から

３ 月以内

自動車から 発生する 温室効果ガス 及び排
出ガス の排出量の削減目標の設定

特定低公害・ 低燃費車及び非ガソ リ ン車
の導入の取組

エコ ド ラ イ ブの取組

自動車の使用の合理化の取組

1.

2 .

3 .

4 .

11
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　 東京都では、 自動車に係る 温室効果ガス 等の削減を進める ため、 自動車の合理化対策を 進める 事業者の自主

的な取り 組みを推進し ています。 そし て、 事業者が実施でき る 取組に関する 目安の一つと して、 エコド ラ イ ブ及び

自動車使用の合理化の手法を定めていま す。 自動車環境管理計画書制度においては、 こ れら の取組についても

計画を策定し 、 実施状況について報告する 必要があり ます。

大分類

（ 1 ）エコド ラ イ ブの手法　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 < 東京都自動車環境管理指針別表第２ より >

エコド ラ イ ブに

関する 対策

小分類 内容
燃費の記録管理

燃費に関する定量的目標の設定

エコド ラ イブマニュアルの作成・ 配布

エコド ラ イブに関する 教育・ 訓練の実施

エコド ラ イブの実施 ( 空ぶかし、 急発進・ 急加速運転等の削減、 冷蔵冷凍車の

場合は荷室温度の適正化等 )

駐停車時のアイド リ ング・ スト ップの徹底

優良ド ラ イ バーの表彰等

エコド ラ イブ装置の装着・ 装置搭載車の導入

デジタ ル式運行記録計やテレマティ ク ス等の導入・ 活用

エコタ イ ヤ（ 省燃費タ イ ヤ） の導入

アイド リ ング・ スト ップ装置搭載車の導入

エア・ ヒ ータ ー、 蓄熱マット 、 蓄冷式ク ーラ ー又はエア・ ディ フレク タ の導入

外部電源による 冷蔵等貨物室の空調管理を可能と する装置の導入

日常点検・ 整備マニュアルの作成・ 配布

日常点検・ 整備に関する 教育・ 訓練の実施

日々の始業時点検・ 定期点検の完全実施

エアークリ ーナーの定期的な点検

運転日報の作成

適正運転の実施

機器の導入

車両の維持管理

大分類

（ 2 ）自動車使用合理化の手法

車両の有効利用の

促進

小分類 内容

物資の集荷・ 仕分け・ 配送等の業務の共同化（ 積載効率・ 輸送効率の向上及び

輸送距離・ 使用車両の削減）

効率的な輸配送推進のための大型車両の導入

輸送ロット の平準化による 輸送能力の効率的な活用

往復での荷物の確保（ 空車の削減）

時間指定配送の弾力化の要請

受注時間と 配送時間の設定（ ルール化）

緊急配送をでき るだけ避ける（ 随時配送の廃止）

検品レスやルーチン化による 時間の短縮

消費者等による 配達予定日時、 配達場所の指定、 置き 配等の実施

朝夕ラッシュ時の配送を昼間配送に振替

積載効率が低い土曜日・ 日曜日の車両使用の削減

車両への積載効率向上のため、 パレット 、 梱包サイ ズ、 伝票等を標準化

積み合わせを容易にするため商品荷姿を標準化

回送運行距離を最小限にするよう な車両の運用

共同輸配送の促進

輸送能力の有効活用

帰り 荷の確保

時間指定の改善

受注時間と 配送時間のルール化

検品の簡略化

小口貨物の配送（ 宅配便等）における

再配達の削減

道路混雑時の輸配送の見直し等

パレット・荷姿・伝票等の標準化

商品の標準化等

回送の削減

< 次ページに続く >
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（ 2 ）自動車使用合理化の手法（ 続き ）

大分類 内容
自家用貨物自動車による 輸送から 営業用貨物自動車による 輸送への転換

鉄道輸送の活用

運搬用自転車 ・ 二輪車等の活用

海運等の活用

鉄道、バス等の公共交通機関の利用

自転車シェアリ ングサービスの利用促進

マイカー通勤の抑制（ 環境配慮と 感染症対策等のバラ ンスの確保）

カーシェアリ ングの利用促進

通勤用巡回バスの整備

テレワ ーク やリ モート 会議の推進

事業用自動車の自宅持ち帰り の抑制

交通需要のモード 選択におけるアプリ などの活用

配車システムの導入・拡大

求貨求車システムや車両荷室の空き 状況と 貨物のマッチングシステム等の活用

ＶＩＣＳ（ 道路交通情報通信システム）搭載カーナビゲーショ ンシステム等による 渋滞回避

ＥＴＣ（ 無線通信を利用して有料道路の通行料金支払いを行う システム）の導入

駐車スペース、接車バース等の予約システムの活用

荷室の空き 状況をリ アルタイ ムで把握するシステムの活用

物流拠点への集約による輸送の効率化

荷さ ばき 場、駐停車場所、運転手控室等の整備

荷待ち時等における路上駐停車の自粛

共同荷捌き 場や大型ビ ルの館内配送の利用

IS O1 4 0 0 1 の認証を取得

エコアク ショ ン2 1 等の環境マネジメ ント システムの認証を取得

グリ ーン経営認証の取得

東京都貨物輸送評価制度の評価を取得

グリ ーン・エコ プロジェクト への参加

環境報告書の作成

Z EV（ 電気自動車、燃料電池自動車及びプラグイ ンハイブリ ッド 自動車）を導入している事業者を

優先して活用

東京都貨物輸送評価制度で評価を受けている輸送事業者の活用

S DGs (持続可能な開発目標)の達成に向けた積極的取組

自営転換

モーダルシフト の推進

自動車使用の抑制

情報化の推進

物流拠点や車両待機場の整備等による

環境への配慮

環境マネジメ ント システム等
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義務違反者に対し て必要な措置をと ること を勧告します。

勧告に従わないと き には、 違反者の公表を受けること があり ます。

条例違反には

★条例上、アイド リ ング・ スト ップ義務の対象から 除外さ れる 場合

１ 　 信号待ちなど道路交通法の規定により 停止する 場合

２ 　 交通の混雑などにより 停止する 場合

３ 　 人の乗降のために停止する 場合

４ 　 冷凍車、医療用車、清掃車などの動力としてエンジンを使用する 場合

５ 　 緊急自動車が用務のために使用している 場合

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   など

第 条～25 45

大気汚染や地球温暖化を防止する ため、 自動車等を駐停車したと き は、 エンジンを停止すること が義務付けら れ

ています。

対象地域

駐車場の利用者に対して、 看板の掲示などにより アイド リ ング・ スト ップの周知をする

義務があり ます。（「 記載例」 参照）

提示する 内容には次の二つの事項を入れてく ださ い。

①　 条例で義務付けら れていること

②　 アイド リ ング・ スト ップの実行

義務の内容

で
例
条
の
都
京
東

は
グ
ン
リ
ド
イ
ア
の
中
車
停
駐

。
す
ま
い
て
れ
さ
止
禁は

中
車
停
駐

。
い
さ
だ
く
て
め
止
を
ン
ジ
ン
エ

記載例

義務違反者に対して必要な措置をと ること を勧告します。

勧告に従わないと き には、 違反者の公表を受けるこ と があり ます。

条例違反には

★条例上、アイド リ ング・ スト ップ義務の対象から 除外さ れる 場合

１ 　 信号待ちなど道路交通法の規定により 停止する 場合

２ 　 交通の混雑などにより 停止する 場合

３ 　 人の乗降のために停止する 場合

４ 　 冷凍車、医療用車、清掃車などの動力としてエンジンを使用する 場合

５ 　 緊急自動車が用務のために使用し ている 場合

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   など

アイド リ ング・ スト ッ プの遵守 第 条～25 45

大気汚染や地球温暖化を防止する ため、 自動車等を駐停車したと き は、 エンジンを停止すること が義務付けら れ

ています。

対象地域

駐車場の利用者に対して、 看板の掲示などにより アイド リ ング・ スト ップの周知をする

義務があり ま す。（「 記載例」 参照）

提示する 内容には次の二つの事項を入れてく ださ い。

①　 条例で義務付けら れていること

②　 アイド リ ング・ スト ップの実行

義務の内容

で
例
条
の
都
京
東

は
グ
ン
リ
ド
イ
ア
の
中
車
停
駐

。
す
ま
い
て
れ
さ
止
禁は

中
車
停
駐

。
い
さ
だ
く
て
め
止
を
ン
ジ
ン
エ

記載例

　 自動車等を駐車又は停車し たと き は、 エン ジンを 停止する （ アイ ド リ ング・ ス ト ッ プ） 義務があり ま す。

原動機付自転車も 対象です。

　 都内全域

　 管理する 自動車等の運転者にアイ ド リ ング・ ス ト ッ プを遵守さ せる ため、 適切な措置を行う 義務があり ま す。
自動車等の台数には関係あり ま せん。
（ 例： 研修、 朝礼での確認、 アイ ド リ ング・ ス ト ッ プロ ープの着用など ）

　 事業者の義務（ 第5 3 条）

　 2 0 台以上収容でき る 駐車場の設置者及び管理者の義務
（ 第5 4 条）

　 運転者の義務（ 第5 2 条）
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条例違反には

h ttps ://w w w .e n v.g o .jp/a ir/c a r/to ku te i_ la w .h tm l（ 環境省HP ）
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違反し ていると 認めると き は、 自動車販売者に対して必要な措置をと るこ と を勧告します。

勧告に従わないと き には、 違反者の公表を受けること があり ます。

条例違反には

新車を購入する 方へ

新車を購入する 際は、販売店等から 条例に定める 規制内容などに関する 説明を受け、より 低公害・ 低燃費な

自動車の使用をお願いします。

自動車販売者によ る 環境情報の説明 第 条4 7

　 新車に関す

常に販売店に

　 環境情報を

販売者の義務

環境情報と は

項　 　 　 　 　 　 目

の用利び及用使の等車費燃低・害公低「、」等守遵の準基出排質物状子粒「るめ定で例条

努力義務」その他の事項

1

排出ガス の量〔 一酸化炭素(CO)、窒素酸化物(NOx )、粒子状物質(P M)など〕

騒音の大きさ

燃費性能

燃料の種別

二酸化炭素の排出量

カーエアコ ン用フロ ン冷媒が地球環境に与える 影響

（ フロンの種類、封入量、地球温暖化係数） 　

2

3

4

5

6

7
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・  Z EV( 電気自動車 ( EV) 、 プラ グイ ンハイ ブリ ッド 自動車

( P HV)、 燃料電池自動車 ( FCV) )

・  次世代タ ク シー

・  ハイ ブリ ッド バス

・  ハイ ブリ ッドト ラッ ク

・  ハイ ブリ ッド 塵芥車

の導入促進に関する お問合せ

公益財団法人 東京都環境公社 温暖化防止活動推進センタ ー

(ク ール・ ネット 東京)

都市エネ促進チーム

ホーム ページ：https ://w w w .to kyo -c o 2 d ow n .jp/

電話：0 3 -5 9 9 0 -5 0 6 8

・  自動車の充電設備の導入促進に関する お問合せ

公益財団法人 東京都環境公社 温暖化防止活動推進センタ ー

(ク ール・ ネット 東京)

都市エネ促進チーム

ホーム ページ：https ://w w w .to kyo -c o 2 d ow n .jp/

電話：0 3 -5 9 9 0 -5 2 1 8（ 戸建住宅用）

　 　 0 3 -5 9 9 0 -5 1 5 9（ 戸建住宅以外）

・  圧縮天然ガス (CN G) 自動車の導入促進

・  低公害・ 低燃費車の買い替え時の融資あっせん

に関する お問合せ

東京都環境局 環境改善部

自動車環境課 低公害化支援担当

電話：0 3 -5 3 8 8 -3 5 3 5

　 都では、低公害・ 低燃費車への買換えその他について、各種補助金や融資あっせんなど の制度を 用意し ていま

す。補助内容や受付期間など詳細については、以下の窓口及びホームページ等をご確認く ださ い。

お問合せ窓口

『 エコ サポート 環境関連の東京都補助金・ 支援策ガイド 』 ( パンフレット )

都の実施し ている 補助金や支援策について紹介する パンフレット です。

パンフレット の内容については、 下記ホームページから も 参照でき ま す。

https ://w w w .ka n kyo .m e tro .to kyo .lg .jp/d a ta /pub lic a tion s /e c o _ s uppo rt/in de x.h tm l

ホームページ・ パンフレット

お問合せ内容 連絡先

18
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【 問合せ先】

東京都環境局ホームページ　 h ttp s ://w w w .k a nky o .m e tro .lg .jｐ /

◇ディ ーゼル車規制に関する お問合せ

　 ディ ーゼル車規制相談窓口　 電話 ：  0 3 -5 3 8 8 -3 5 2 8  

◇粒子状物質減少装置 （ 酸化触媒等） の性能及び指定に関する お問合せ

　 東京都環境局 環境改善部 自動車環境課 自動車技術担当　 電話 ：  0 3 -5 3 8 8 -3 4 9 7

◇自動車環境管理計画書に関する お問合せ

　 自動車環境管理計画書相談窓口

　 電話 ：  0 3 -5 3 2 1 -1 1 1 1 　 内線 ：  6 7 -5 9 5 ,5 9 6

令和５ 年１ 月発行

東京都環境局環境改善部自動車環境課

〒1 6 3 -8 0 0 1  東京都新宿区西新宿2 -8 -1  

　 　 　 　 　 　   東京都庁第二本庁舎2 0 階中央

TEL:0 3 -5 3 8 8 -3 5 1 9
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